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1. 工事計画添付書類に係る補足説明資料 

Ⅵ-2-2-2「原子炉建物の地震応答計算書」の記載内容を補足するための資料を以下に示す。

なお，他建物・構築物の地震応答計算書の記載内容を共通的に補足する内容についても，本

資料で代表し説明する。 
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別紙 3－8 刺激係数を考慮した条件比率の算出 

  



 

 

目  次 

 

1. 概要  ····························································  別紙 3-8-1 

2. 条件比率の算出方法 ················································  別紙 3-8-1 

3. 刺激係数を考慮した条件比率の算出方法 ·····························  別紙 3-8-1 

4. 刺激係数を考慮した条件比率の算出例及び発生応力の比較 ··············  別紙 3-8-4 

 

 



 

別紙 3-8-1 

1. 概要 

本資料は，スペクトルモーダル解析を実施している設備の刺激係数を考慮した条件比率の

算出方法についてまとめたものである。 

 

2. 条件比率の算出方法 

影響検討においては，影響検討用耐震条件が耐震計算に用いる耐震条件を上回る場合，条

件比率と設備の裕度を比較した簡易評価を実施する。この条件比率については，（影響検討

用耐震条件）／（耐震計算に用いる耐震条件）にて算出する。具体的には，スペクトルモー

ダル解析を実施している設備のｉ次モードにおける（影響検討用耐震条件）／（耐震計算に

用いる耐震条件）による条件比率（以下「条件比率①」という。）は以下の式(1)にて算出す

る。 

[条件比率①]= MAX(
α

iX(影響)

α
iX(工認)

，
α

iY(影響)

α
iY(工認)

，
α

iZ(影響)

α
iZ(工認)

)   ・・・(1) 

 

ここで， 

・αiX(影響)，αiY(影響)，αiZ(影響)：影響検討ケースの各方向の設計震度 

・αiX(工認)，αiY(工認)，αiZ(工認)：工認の耐震計算に用いる各方向の設計震度 

 

ただし，条件比率①は過大な値となる場合もあるため，スペクトルモーダル解析を実施し

ている設備については，刺激係数を考慮してモードごとにより精緻に条件比率を算出する。 

 

3. 刺激係数を考慮した条件比率の算出方法 

（1）条件比率算出方法 

スペクトルモーダル解析においては，モード座標系における各モードの応答変位の最大値

を設計用床応答スペクトルより求めて，これにモードベクトルを乗じて空間座標系での応答

変位に変換し，モード合成を行って地震応答を算出する。 

したがって,モード座標系における応答変位の比を算出することにより，今回工認ケース

に対する影響検討ケースの影響を把握することができる。 

 

・ｉ次モードの各方向における設計震度(固有周期における応答スペクトルの震度)をαiX，

αiY，αiZ 

・ｉ次モードの各方向における刺激係数をβiX，βiY，βiZ 

・ｉ次モードの固有角振動数をωｉ 

 とすると，i 次モードのモード座標系における応答変位の最大値𝑞imaxは以下の式(2)のとお

り表される。なお，𝑞imax算出にあたっては各方向の最大応答の非同時性を考慮して SRSS法

を適用する。 

𝑞imax = √(
αiX × βiX

ωｉ
2

)

2

+ (
αiY × βiY

ωｉ
2

)

2

+ (
αiZ × βiZ

ωｉ
2

)

2

 ・・・(2) 
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したがって，今回工認ケースにおけるi次モードの応答変位の最大値𝑞imax(工認)と影響検討

ケースにおける応答変位の最大値𝑞imax(影響)の比𝑠iは，以下の式(3)により算出される。 

𝑠i =
𝑞imax(影響)

𝑞imax(工認)

 = 

√(
αiX(影響) × βiX

ωｉ
2 )

2

+ (
αiY(影響) × βiY

ωｉ
2 )

2

+ (
αiZ(影響) × βiZ

ωｉ
2 )

2

√(
α

iX(工認)
× βiX

ωｉ
2 )

2

+ (
α

iY(工認)
× βiY

ωｉ
2 )

2

+ (
α

iZ(工認)
× βiZ

ωｉ
2 )

2

  

       = 

√(α
iX(影響)

×βiX)

2

+ (α
iY(影響)

×βiY)

2

+ (α
iZ(影響)

×βiZ)

2

√(α
iX(工認)

×βiX)

2

+ (α
iY(工認)

×βiY)

2

+ (α
iZ(工認)

×βiZ)

2
 ・・・(3) 

 

式(3)により各モードにおける応答変位の比𝑠iを算出し，その最大値 

𝑠max（ = max(𝑠1, 𝑠2, … , 𝑠n)）を刺激係数を考慮した条件比率とする。 

 

（2）実際の工認評価方法との比較 

設備の耐震評価にあたっては，式(2)より算出したi次モードの応答変位の最大値にモー

ドベクトルを乗じて空間座標系に変換し（式(4)），モード合成を行うことによって地震荷

重（あるいは地震モーメント）を算出する（式(5））。ここで，モード合成にあたっては各

モードの最大応答の非同時性を考慮してSRSS法を適用する。 

 

𝑢imax = 𝑞imax𝜑i ・・・(4)  

𝑢max = √(𝑢1max)2 + (𝑢2max)2 + ・・・ + (𝑢nmax)2 ∝  𝐹 ・・・(5) 

ここで， 

   ・𝑢imax：空間座標系におけるi次モードの応答変位の最大値 

   ・𝑢max：空間座標系における応答変位の最大値 

   ・𝜑i ：i次モードの固有ベクトルの成分 

   ・𝐹 ：地震荷重（あるいは地震モーメント） 
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なお，実際の工認評価においては各加振方向，各モードの地震荷重（あるいは地震モー

メント）を算出し，モード合成を行った後に加振方向の合成を行うことから，前述の手法

と合成の順序が異なっているが，前述の手法と同一の結果が得られることを以下に示す。 

  実際の工認評価における手法（モード合成⇒加振方向合成）を算出方法 1，刺激係数を考

慮した条件比率の算出に適用する手法（加振方向合成⇒モード合成）を算出方法 2 とする。

方法 1 によって算出される地震荷重（あるいは地震モーメント）F 方法 1 は(6)式のとおり表

される。 

  𝐹𝑋(𝑌,𝑍) = √𝐹1𝑋(𝑌,𝑍)
2 + 𝐹2𝑋(𝑌,𝑍)

2 + ・・・ + 𝐹𝑛𝑋(𝑌,𝑍)
2 

  𝐹方法 1 = √𝐹𝑋
2 + 𝐹𝑌

2 + 𝐹𝑍
2 ・・・(6) 

ここで， 

   ・𝐹𝑋(𝑌,𝑍)：空間座標系におけるX(Y, Z)方向加振による応答変位の最大値 

   ・𝐹𝑖𝑋(𝑌,𝑍)：空間座標系におけるX(Y, Z)方向加振によるi次モードの応答変位の最大値 

 

  また，方法 2 によって算出される地震荷重（あるいは地震モーメント）F 方法 2 は(7)式の

とおり表される。 

𝐹𝑖次 = √𝐹𝑖𝑋
2 + 𝐹𝑖𝑌

2 + 𝐹𝑖𝑍
2 

𝐹方法 2 = √𝐹1 次
2 + 𝐹2 次

2 + ・・・ + 𝐹𝑛次
2 ・・・(7) 

  ここで， 

   ・𝐹𝑖次：空間座標系における i 次モードの応答変位の最大値 

 

(6)式及び(7)式に示すとおり，モード合成及び加振方向合成はいずれも SRSS 法で実施す

ることから，以下が成り立つ。 

 𝐹方法 1 = 𝐹方法 2 

 

（3）刺激係数を考慮した条件比率の保守性 

本項では，刺激係数を考慮した条件比率の保守性について示す。 

影響検討ケースにおける空間座標系による i 次モードの応答変位の最大値を𝑢imax(影響)とす

ると，𝑢imax(影響)は(3)式及び(4)式より(8)式のとおり表される。 

   𝑢imax(影響) = 𝑞
imax(影響)

𝜑
i

= 𝑠i𝑞imax(工認)
𝜑

i
 ・・・(8) 

(8)式について，(5)式と同様に SRSS 法を適用してモード合成を行うと，影響検討ケースに

おける空間座標系による応答変位の最大値𝑢max(影響)は(9)式のとおり表される。 

 𝑢max(影響) = √(𝑠1𝑞1 max(工認)𝜑1)
2

+ (𝑠2𝑞2 max(工認)𝜑2)
2

+ ・・・ + (𝑠n𝑞nmax(工認)𝜑n)
2

 

・・・(9) 
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 一方，刺激係数を考慮した条件比率𝑠max（ = max(𝑠1, 𝑠2, … , 𝑠n)）を用いて今回工認ケースに

おける空間座標系による応答変位の最大値𝑢max (工認)から影響検討ケースにおける応答変位の

最大値を算出し，その値を𝑢max(影響,比率から算出)とすると，𝑢max(影響,比率から算出)は(10)式のとおり

表される。 

 𝑢max(影響,比率から算出) = 𝑠max𝑢max (工認) ・・・(10) 

 (4)式及び(5)式より(10)式を変形すると 

 𝑢max(影響,比率から算出) = 𝑠max𝑢max (工認)  

  = 𝑠max√(𝑢1max(工認))
2

+ (𝑢2max(工認))
2

+ ・・・ + (𝑢nmax(工認))
2
 

  = 𝑠max√(𝑞
1max(工認)

𝜑
1
)

2

+ (𝑞
2max(工認)

𝜑
2
)

2

+ ・・ + (𝑞
nmax(工認)

𝜑
n
)

2

 

  = √(𝑠max𝑞
1max(工認)

𝜑
1
)

2

+ (𝑠max𝑞
2max(工認)

𝜑
2
)

2

+ ・・ + (𝑠max𝑞
nmax(工認)

𝜑
n
)

2

 ・・・(11) 

 

 ここで，𝑠max = max(𝑠1, 𝑠2, … , 𝑠n)であることから，(12)式が成り立つ。 

 √(𝑠1𝑞
1 max(工認)

𝜑
1
)

2

+ (𝑠2𝑞
2 max(工認)

𝜑
2
)

2

+ ・・・ + (𝑠n𝑞
nmax(工認)

𝜑
n
)

2

 

≦ √(𝑠max𝑞
1 max(工認)

𝜑
1
)

2

+ (𝑠max𝑞
2 max(工認)

𝜑
2
)

2

+ ・・ + (𝑠max𝑞
nmax(工認)

𝜑
n
)

2

 ・・・(12) 

 

 (9)式，(11)式，(12)式より(13)式が成り立つ。 

 𝑢imax(影響) ≦ 𝑢max(影響,比率から算出) ・・・(13) 

 

 したがって，刺激係数を考慮した条件比率はモード合成を考慮せず，各モードの応答比率の

最大値を適用することから，スペクトルモーダル解析による耐震評価よりも保守的な値とな

る。 

 

4. 刺激係数を考慮した条件比率の算出例及び発生応力の比較 

 本項では，簡単な仮定条件を用いて刺激係数を考慮した条件比率の算出方法の例を示し，さ

らに実機配管を例に用いて刺激係数を考慮した条件比率が詳細評価（スペクトルモーダル解析）

よりも安全側であることを示す。 
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（1）仮定条件による条件比率算出例 

刺激係数を考慮した条件比率の算出例を表 4－1に示す。ここで，式(3)により刺激係数を

考慮して算出した結果を条件比率②とする。 

1 次モードでは，耐震計算に用いる耐震条件と影響検討用耐震条件の設計震度を比較し，

鉛直方向において影響検討ケースの設計震度が3倍になるため，条件比率①は3.00となる。

一方，刺激係数を考慮すると，鉛直方向の刺激係数は非常に小さな値であり，刺激係数の大

きな NS方向が支配的となるため条件比率②は 0.83となる。 

2次モード及び 3 次モードにおいても同様の手法で条件比率を算出し，全モードの最大値

から全体の条件比率を求めると，条件比率①では刺激係数が小さく応答にほとんど寄与しな

い 1 次モードの鉛直方向の震度比により条件比率①が定まるが，条件比率②では応答への

影響度を反映して 2次モードの比率で決まる値となることがわかる。 

 

表 4－1 刺激係数を考慮した条件比率の算出例 

振動 

モード 

設計震度 

刺激係数 条件 

比率 

①＊1 

条件 

比率 

②＊2 

耐震計算に用いる 

耐震条件 

影響検討用 

耐震条件 

NS EW 鉛直 NS EW 鉛直 NS EW 鉛直 

1次 5.0 5.0 5.0 4.0 5.0 15.0 0.15 0.02 0.01 3.00 0.83  

2次 5.0 5.0 5.0 8.0 8.0 6.0 0.04 0.02 0.02 1.60 1.55 

3次 5.0 5.0 5.0 4.0 4.0 6.0 0.02 0.02 0.10 1.20 1.18 

全体の条件比率（各モードの最大値） 3.00 1.55 

注記＊1：式(1)による条件比率 

＊2：式(3)による条件比率 

 

（2）実例による条件比率算出例及び算出応力の比較 

 残留熱除去系配管（RHR-PD-4）における建物剛性変動考慮耐震条件による条件比率の算出

結果を表 4－2 に示し，工認耐震条件における発生応力，工認耐震条件における発生応力に

条件比率を乗じて算出した発生応力及び建物剛性変動考慮耐震条件を適用した耐震評価に

よる発生応力を表 4－3に示す。 

 表 4－3 のとおり，刺激係数を考慮した条件比率（条件比率②）より算出した発生応力は

建物剛性変動考慮耐震条件を適用した耐震評価による発生応力を上回っており，刺激係数を

考慮した条件比率が保守的な値であることがわかる。 
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表 4－2 刺激係数を考慮した条件比率の算出例（RHR-PD-4） 

振動 

モード

設計震度 

刺激係数 条件 

比率 

①＊1

条件 

比率 

②＊2

工認耐震条件 

（設計用床応答ス

ペクトルⅠ） 

建物剛性変動考慮 

耐震条件 

NS EW 鉛直 NS EW 鉛直 NS EW 鉛直 

1次 1.31 1.07 

2次 1.23 1.11 

3次 1.64 1.24 

4次 1.34 1.13 

全体の条件比率（各モードの最大値） 1.64 1.24 

注記＊1：式(1)による条件比率 

＊2：式(3)による条件比率 

表 4－3 算出応力の比較(RHR-PD-4) 

評価点 応力分類 算出応力＊1,2[MPa] 許容 

応力 

[MPa] 

工認記載値 工認記載値×

条件比率① 

工認記載値×

条件比率② 

詳細評価＊3 

31N 一次応力 138 226 171 151 366 

一次＋ 

二次応力 

379 

(0.0161) 

622 470 421 

(0.0341) 

366 

注記＊1：(条件比率による発生応力)＝(工認耐震条件における発生応力)×(条件比率) 

として算出 

＊2：カッコ内は疲労累積係数を示す 

＊3：建物剛性変動考慮耐震条件を用いたスペクトルモーダル解析による算出値 




